
ガバナンス研究部会（第３１１回）議事録 

 

日時：202４年７月１４日（金）午後３時～４時 40分 

場所：WEB会議 

出席者：１２人 

 

【定例研究発表】 

１ ガバナンスの高度化を推進する取締役会事務局（遠藤元一部会員） 

＜概要説明＞ 

（１）取締役会事務局を変容させるガバナンス改革の２つの潮流 

取締役会が、執行と監督を分離した上で業務執行者（マネジメント）に対する監督を中

心としてその監督機能を強化するモニタリング・モデルへの移行と、②直近で上場会社

等が対応を迫られている、情報開示の推進・拡充の観点から規律付が急速に拡充しつつ

あるサステナビリティ課題への取組みというガバナンス改革に関する２つの進展が取

締役会だけでなく、「取締役会事務局」が果たす役割を変容させつつある。 

（２） 取締役会の変容に伴う取締役会事務局の権限・役割の変容 

取締役会は、企業戦略などの大きな方向性を示し、取締役会で具体的な経営戦略や経営

計画等について建設的な議論を行うことが責務として求められるが、その反面、強力な

マネジメントを規律できるガバナンスの強化も必要となるため、取締役会事務局による

社外役員へのサポートが重要である。また、企業経営の根幹に繋がるサステナビリティ

課題に対して適時的確に取組むためにも取締役会事務局のサポートが欠かせない。 

（３）アドミニ的業務からガバナンス対応部門への役割・責務の変化 

事務局が取り扱う業務（所管業務）は、①「アドミニ的業務、受働的な業務」中心、②

①＋取締役会の実効性評価への関与、取締役会議案・資料への関与、社外役員への事前

説明等を行う取締役会事務局、③取締役会の付議議案の作成（事業部門の作成のサポー

ト、事務局自らが作る場合がある）、取締役会の課題の検討と改善対応等までも業務内

容とする取締役会事務局の３つのフェーズがあり、②は、ガバナンスの領域に属する業

務も担い、③は、「情報のハブ」として機能する組織として、ガバナンスの高度化を実

行・支援する専門部署となる。さらに、④サステナビリティ情報への取組等のため、英

米のカンパニーセクレタリーに相当するコーポレートガバナンス統括責任者の職位を

設けて、事務局に所属するに相応しい知見を有する人材を確保することも期待される。 

 

＜討議・意見＞ 

○ スタンダード上場会社の場合、スタッフの人数の制約があるので、常設の取締役会事務

局を置かずに企画部がその機能を担っている事例がある。情報開示の取りまとめが喫緊

の課題となっている。英国の事例の説明があったが、方向性としては理解できるものの、

いまだそこに至るまでには相当の距離があるというのが実感である。 

○ プライム上場会社の場合でも、独自の組織を設置していない事例がある。このような組

織を設けると肥大化し、CEO にコントロールされることによって、社外取締役にとっ



て有効なものとはならない懸念がある。独立した取締役会事務局を設置する必要はない

のではないか。 

○ 取締役会事務局の業務を担う担当者が知っておくべきことが多々あることから、NPO

で主催している勉強会に参加する担当者も一定数存在する。肥大化の懸念はまだまだ先

の話であり、まずは取締役会事務局を設置することが重要ではないか。 

○ 取締役会事務局はマネジメントが中心になって作り上げ、社外取締役の意見を踏まえて

改善していくことが望ましい。大事なことは何をするかであり、開示は 1つのツールに

過ぎない。取締役会事務局がキャリアパスの 1 つとして位置づけられることが望まれ

る。 

○ 社外取締役として、重要なことは社長に直接話すことが多い。スタンダード上場会社の

場合には、マンパワーの問題が大きいのではないか。 

○ サステナビリティ情報の開示に注意が向けられているが、それ以前に、各社がどのよう

なサステナビリティを行わなければならないのかを認識して実行することが重要であ

る。あらゆる項目を開示する必要があるのではなく、自社にとってマテリアルな事項を

整理して取り組み、その結果を開示することが求められる。 

○ 英国でカンパニーセクレタリーが重視されているのは、執行と監視監督の分離のもと、

取締役会議長の意向にそった取締役会運営を行うために必要とされるからではないか

と思われる。 

○ 取締役会事務局の長には、かなり力のある人物が就任する必要がある。ある会社では、

企画担当副社長が、取締役会事務局の長に求められる事項を担当していた。 

○ 現実には、会社法の理解が十分ではない人が社外取締役に就任する事例が増加している。

それらの人を教育して質を向上させることが必須であり、そのために取締役会事務局の

役割が重要である。 

○ 英米型のガバナンスとわが国のガバナンスが異なることをよく理解したうえで、サステ

ナビリティのようなグローバルイシューのものについては、規模の大きい一部の会社だ

けが全面的に対応することとし、その他の会社については各社の判断でその一部に対応

していくのが望ましいのではないか。 

 

 

【著書紹介】 

１ 『広岡浅子に学ぶ「九転十起」の経営』 

○ 日本経営倫理学会 CSR研究部会の有志で執筆された表題の書籍に関して、当部会のメ

ンバーである同書の編集者から、同書の内容について説明がなされた。 

 

 

【次回開催日】９月２０日（金）午後 3時 学士会館にて開催 


